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令和６年度 置賜総合支庁施策体系 
 

 

 

 

 
 

① 高い付加価値を創出するものづくり産業の競争力の強化 

② 競争力の高い稼げる農業と「農と食」の連携による魅力の向上 

③ 置賜版「森林ノミクス」の展開 

④ 置賜ならではの資源を戦略的に活用した誘客の促進とインバウンドの拡大 
 

 
 

⑤ 結婚支援や妊娠・出産から子育てまでの切れ目のない支援体制の推進 

⑥ 幅広い世代が住み慣れた地域で、健康で安心して暮らすための取組みの推進 

⑦ 郷土愛を育み、互いに輝きあう地域づくりの推進 

 

 
 

⑧ 高速交通ネットワークの形成促進 

⑨ 地域公共交通の充実・確保 

⑩ 再生可能エネルギーの導入促進による脱炭素社会形成の推進 

⑪ 安全・安心で暮らせる地域づくりの推進 
 

 

  

「置賜」地域の総合力を結集した高付加価値産業群への進化 1 

「置賜」の持続的発展を支える、活力あふれる地域社会の形成 

 
2 

 

 
 
3 

 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 
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令和６年度 置賜総合支庁 主要事業 

 

 
 

施策の推進方向と主な取組み 

 

① 高い付加価値を創出するものづくり産業の競争力の強化 

 

ＫＰＩ 

置賜地域の製造業付加価値額 

 基準値（Ｈ29年度）： 2,422億円 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

2,543 

億円 

2,664 

億円 

2,785 

億円 

2,906 

億円 

3,027 

億円 

実績値 2,535億円 

2,613億円 
(R3 速報：R3/1

～R3/12) 

（直近値） 

― ―  

置賜地域における企業連携数（累計） 

 基準値（Ｒ元年度）： １グループ 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

２ 

グループ 

３ 

グループ 

４ 

グループ 

５ 

グループ 

６ 

グループ 

実績値 
２ 

グループ 

３ 

グループ 

４ 

グループ 

５ 

グループ 
 

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・付加価値の創出・拡大を図るため、山形大学工学部が有する新技術等の地元企業への移転・

普及や、新商品の開発、受注の拡大等に向けて企業間の連携を進めていくことが必要 

・地域企業の付加価値向上の担い手として地域を支える産業人材を確保し、高度な人材へと育

成することが必要 

 

（対応） 

・地元企業の連携による地域ものづくり産業の付加価値向上 

⇒山形大学工学部が有する新技術等の移転促進のための勉強会の開催 

⇒管内企業グループの立ち上げにつなげる勉強会や、企業が共同で行う製品開発や取引拡

大等に向けた活動への支援 

・地域を支える産業人材の確保・育成 

  ⇒地元就職を促進するため、引き続き、大学生とその保護者、高校生を対象とした企業見

学会を開催し、新たに地域の魅力を伝える若手社員との交流や観光資源の体験等を併せ

て実施 

⇒企業が学校に出向き仕事を模擬的に体験してもらう職業体験会について、西置賜地区の

高校や中学校へ拡大 

⇒地元企業の情報に触れる機会の少ない進学校の生徒を対象に地域企業経営者の講演会

を開催 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 

「置賜」地域の総合力を結集した高付加価値産業群への進化 １ 
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⇒新卒者等の離職防止に向けて、若手社員が成長段階に応じて振り返りや目標設定を行い

ながら参加者同士が地域同期として交流を深める「職場定着セミナー」を開催 

⇒若手技術者の技術力向上のための講座の開催や高校生のロボット製作学習等の実施を

支援 

 

【令和６年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

地域中小企業連

携促進事業費（置

賜高付加価値産

業創出支援事業） 

475 

(475) 

新規 

見直し 

継続 

・山形大学工学部が有する新技術等に関する勉

強会、地域企業の生産性向上に向けたセミナー

等の開催支援 

（本庁予算） 

地域若者人材確

保対策事業費（次

代を担うものづ

くり人材育成支

援事業） 

200 

(400) 

新規 

見直し 

継続 

・小学生を対象としたロボットセミナーの開催

に向けた支援 

・管内の中学生、高校生等を対象とした置賜管

内の企業や県内大学との交流会の開催へ向け

た支援 

（本庁予算） 

地域若者人材確

保対策事業費（置

賜地域人材確保

対策事業） 

799 

(1,224) 

新規 

見直し 

継続 

・大学生とその保護者及び実業高校の生徒を対

象とした企業見学会（バスツアー）の開催 

・中高生を対象とした、職業体験会（ワクワクワ

ーク）の開催 

・高校生による企業のＰＲ動画の制作支援 

（本庁予算） 

人材確保・生産性

向上推進事業費

（学生・生徒・保

護者等の地域産

業理解促進事業） 

66 

(100) 

新規 

見直し 

継続 

・進学校の高校生を対象とした地域の事業者等

による地域の企業や就業環境の魅力を伝える

講演会の開催 

 

（本庁予算） 

県内定着・回帰促

進事業費（新卒者

等早期離職防止

事業） 

78 

(165) 

新規 

見直し 

継続 

・新卒者等の離職防止に向けて、原則入社３年目

までの社員を対象とした「職場定着セミナー」

の開催 

（本庁予算）  
計 1,618 

(2,364) 
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② 競争力の高い稼げる農業と「農と食」の連携による魅力の向上 

 

ＫＰＩ 

園芸振興作物（９品目）の産出額 

 基準値（Ｈ30年度）： 25.5億円 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

26.3 

億円 

27.2 

億円 

28.1 

億円 

29.0 

億円 

30.0 

億円 

実績値 
33.0 

億円 

26.9 

億円 

24.6 

億円 

32.5 

億円 
 

繁殖雌牛頭数 

 基準値（Ｈ30年）： 2,819頭 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

2,950 

頭 

3,000 

頭 

3,050 

頭 

3,080 

頭 

3,100 

頭 

実績値 
2,892 

頭 

2,956 

頭 

2，885 

頭 

2,932 

頭 
 

地域農産物を活用した新商品の開発数（累計） 

 基準値（Ｒ元年度）： ６点 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

11点 16点 21点 26点 31点 

実績値 11点 16点 21点 26点  

生産基盤整備事業計画地区及び実施地区における新たな作物の導入面積（累計） 

 基準値（Ｈ30年度）： 20ha 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

37ha 56ha 83ha 102ha 124ha 

実績値 24.6ha 32.1ha 35.8ha 36.2ha 
 

  

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

○ 水稲 

・低温・日照不足・高温などの気象変動に対応するため、堆肥投入などの土づくりや保温的水

管理による初期生育の確保、適期中干による適正茎数の確保、出穂後の水管理による登熟の

向上など基本技術の徹底による収量・品質の高位安定化が必要 

・大規模稲作農家への作付けの集積が進む中、栽培管理の効率化や収量・品質の高位平準化に

よる稲作経営の安定化を図るためには、スマート農業技術の活用や省力栽培技術の導入が必

要 

○ 果樹 

・さくらんぼを中心に、凍霜害対策や結実確保対策、高温対策の強化による収量・品質の高位
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安定化が必要 

・シャインマスカットでは、産地としての地位を確立するため、品質の高位平準化及びＰＲの

強化が必要 

・加工用ぶどうでは、ワイナリー等の実需者ニーズに応じた品種の導入が必要 

○ 野菜 

・えだまめでは、収量の低い生産者の技術向上による単収の高位平準化,長期安定出荷に向け

た品種構成等の構築が必要 

・アスパラガスでは、高齢化による離農等で生産量が減少傾向にあることから、継続した新規

栽培者の掘り起こしと育成、定年帰農者など多様な担い手に対応した栽培技術体系の確立が

必要 

・えだまめ、アスパラガス、きゅうりの多くは、水田を活用して栽培されているが、水田活用

の直接支払交付金の５年水張ルールより令和４年から令和８年までの５年間で一度も水張

りを行わない場合、令和９年度以降は交付対象水田から除外されるため、栽培期間が５年を

超えるアスパラガスやハウス栽培のきゅうりなどについては、この対応について早急に検討

することが必要 

○ 花き・その他 

・ダリアのハウス栽培安定生産のため、気象や生育状況に対応した栽培管理技術の習得が必要 

・伝統野菜の利用拡大に向けて、実需者・消費者が理解を深める機会の創出が必要 

・置賜産農産物の更なる認知度向上や消費拡大を図るため、集客力あるイベントや施設等にお

けるＰＲが必要 

○ 畜産 

・米沢牛肥育素牛の増加に向けて、繁殖農家の子牛生産性の向上が必要 

○ 農産物の利用拡大 

・ポストコロナに対応した農産加工品の商品開発や魅力発信への取組みが必要 

○ 基盤整備 

・基盤整備地区における営農検討会の開催やＪＡ、市町等が連携して取り組む実証栽培を活用

した栽培技術の普及・定着、販路の確保のほか、農業を取り巻く情勢の変化に応じた新たな

作物の導入の検討が必要 

 

（対応） 

○ 置賜産米の収量・品質の高位安定化 

・ケイ酸質資材の活用や飽水管理による高温対策生産技術の実証、夏期の生育診断講習会、お

きたまコメフォーラムや「つや姫」研修会における高温対策技術の指導 

・担い手を対象にスマート農業技術の活用を推進 

○ 果樹の産出額向上 

・果樹全般において、「果樹凍霜害防止対策マニュアル」や「高温少雨対策マニュアル」を活用

した技術指導、特に凍霜害防止については、リターンスタックヒーターなどを活用した防止

対策を推進 

・さくらんぼでは、関係機関・団体と連携した「やまがた紅王」の高品質・安定生産に向けた

技術指導の徹底（開花期（加温）や収穫期の高温への対応として、結実確保や収穫ロスの減

少に向けたハウス内の換気や葉摘み・適期収穫の指導の強化） 

・「シャインマスカット」では、「置賜ぶどうブランド化推進会議」と連携した、高品質生産に

向けた技術指導（高温時は被覆資材のアーチ部谷間の開放や適切な新梢等管理の強化）や団

地化における導入者への重点的な幼木育成の指導、有利販売対策の展開 

・加工用ぶどうでは、有望品種の栽培実証結果などの情報提供や栽培指導の実施 

○ 野菜の産出額向上 

・えだまめでは、単収の高位平準化に向け、収量の低い生産者への重点的な指導や高温・干ば

つ時の畝間灌水実施の啓発、長期安定出荷のための品種構成の検討 

・アスパラガスでは、新規生産者の掘り起こしと育成、多様な担い手に対応した栽培技術の確

立へ向けた実証試験、高温・干ばつに対応する自動灌水システムの導入又は畝間灌水の実施 
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・５年水張ルールへの対応は、県の「水田活用産地づくり推進プロジェクト会議」で示された

方策等を踏まえながら置賜地域の対応策を検討 

○ 花きの産出額向上等 

・ダリアでは、複合経営における経営モデルの提示などの栽培志向者向け講習会の開催等によ

る新規栽培者の確保、ハウス栽培の栽培志向者向けリーフレットの作成・活用による導入促

進、高温・干ばつ時における露地栽培での畝間灌水、施設での遮光の指導 

・山形おきたま伝統野菜の認知度向上に向けた、飲食店等との連携によるフェアや料理教室の

開催 

・置賜産農産物の更なる消費拡大に向け、近隣県（宮城県、福島県）で開催されるイベントや

道の駅における産直フェアの開催 

○ 畜産の生産性向上に向けた支援 

・子牛生産性の向上に向けた繁殖雌牛へのホルモン剤を活用した分娩間隔短縮技術に関するモ

デル実証を実施 

○ 新商品開発・魅力発信への支援 

・地域の魅力ある農産加工品の新商品開発に係る研修会の開催や農産加工品のＰＲ等 

○ 生産基盤整備事業計画地区及び実施地区における新たな作物の導入 

・事業計画時に開催している地区ごとの営農検討会を事業実施中及び完了時も継続して開催

し、土地条件や営農実態に即した営農モデルの検討、耕畜連携などを支援 

 

【令和６年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

第３期山形枝豆

日本一産地化プ

ロジェクト事業

費ほか（置賜園

芸産地強化支援

事業） 

613 

(613) 

新規 

見直し 

継続 

・えだまめ【組替新規】 

長期安定出荷の体制確立に向けた極早生品

種の多収技術の実証、置賜版えだまめ経営

モデルの検証及び拡充 

・アスパラガス【組替新規】 

多様な担い手確保に向けた栽培及び環境に

配慮した栽培の実証 

・ダリア 

  ハウスを活用した長期継続出荷体系の実証 

川西オリジナル品種の特性把握 

（本庁予算） 

地域園芸産地技

術開発・支援事

業費 

1,463 

(1,263) 

新規 

見直し 

継続 

・アルストロメリア 

置賜地域の適応性品種の選定 

・ダリア 

良日持ち性品種の置賜地域における適応性 

調査 

（本庁予算） 

地域農業振興会

議費 

1,738 

(1,738) 

新規 

見直し 

継続 

・近隣県における置賜産農産物のＰＲ活動の

実施 

食の至宝雪国や

まがた伝統野菜

推進事業費（山

形おきたま伝統

野菜振興事業） 

267 

(267) 

新規 

見直し 

継続 

・新たな伝統野菜の認定等に係る協議会の 

開催、飲食店等との連携によるフェアの 

開催、消費者を対象とした料理教室の開催 

 

（本庁予算） 

やまがたの和牛

増頭戦略事業費

（おきたまの和

516 

(516) 

新規 

見直し 

継続 

・繁殖雌牛の母子同居による離乳技術をモデ

ル的に実証（母牛へのホルモン剤投与で離

乳を促進） 
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牛増頭事業） （本庁予算） 

自給飼料生産対

策事業費（耕畜

連携による簡易

放牧拡大事業） 

200 

(200) 

新規 

見直し 

継続 

・置賜地域で生産した子実用トウモロコシの

利活用を増加するため、低コストで乾燥、加

工、保管を行う技術を実証 

（本庁予算） 

６次産業化総合

推進事業費ほか

（おきたま６次

産業化推進事

業） 

436 

(436) 

新規 

見直し 

継続 

・農産加工事業者を対象とした商品力及び商

談力の向上についての研修会・相談会の開

催 

・農産加工品を紹介するパンフレットの作成・

配布 

（本庁予算） 

水田畑地化基盤

強化対策事業費

（栽培実証ほ調

査） 

2,000 

(3,000) 

新規 

見直し 

継続 

・新たな作物導入に必要な栽培技術の実証展

示を通じて、高収益・高品質を確保する栽培

技術の普及、流通・販売までを総合的に支援 

（本庁予算）   
計 7,233 

(8,033) 

  

 

③ 置賜版「森林ノミクス」の展開 

 

ＫＰＩ 

置賜産材の木材（素材）生産量 

 基準値（Ｈ30年度）： 109千㎥ 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

135 

千㎥ 

140 

千㎥ 

145 

千㎥ 

150 

千㎥ 

155 

千㎥ 

実績値 104千㎥ 101千㎥ 90千㎥ 93千㎥  

 

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・置賜産木材の生産量の増加を図るためには、森林施業の集約化、路網の整備、高性能林業機

械等の活用による計画的かつ効率的な森林整備が必要 

・住宅、非住宅、公共施設での木材利用を進めるとともに、品質・性能が確かな製材品の利用

拡大が必要 

・県民全体で森林資源を率先利用する意識の醸成が必要 

 

（対応） 

・森林施業集約化の前提となる森林境界の明確化 

⇒従来の境界明確化の手法に加え、立会い及び測量作業の効率化が可能な航空レーザー測

量等の活用により測量を進め、置賜全体での森林境界明確化を加速 

・木材の搬出等に必要な路網の整備 

⇒林道開設事業において、白鷹町の小国町の沼沢線、白鷹東部線の２路線は継続して開設

し、白鷹町の沼平線を新たに開設するなど、木材搬出等の基盤を整備 

・森林施業の効率化を図る高性能林業機械の導入 

⇒高性能林業機械の導入を補助事業により支援し、林業事業体の生産性の向上を図る。 

・住宅、非住宅、公共施設での木材利用 

⇒置賜「地材地住」ネットワークと連携し、置賜産木材を活用した住宅、店舗等の非住宅
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施設の建築をＰＲするとともに、木造公共施設の視察研修会の開催により公共施設での

木材利用を推進 

⇒県産木材を活用した住宅、店舗等の非住宅施設の建築に対する支援を実施 

⇒木材産業協同組合などの関係団体と連携し JAS認証材等の品質・性能の確かな置賜産材

の建築事業者への普及を図る。 

・森づくり体験プログラムの実施 

⇒多様な主体による県民参加の森づくり活動の更なる促進 

⇒森づくり体験を行うための新たなプログラムを実施し、源流の森で森づくり活動の指導

を行う「森の案内人」の養成と能力向上を図る。 

 

【令和６年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

やまがた森林ノ

ミクス木材利用

推進事業費（置

賜産材需給安定

化対策事業） 

217 

(217) 

新規 

見直し 

継続 

・置賜地域の豊富な広葉樹資源の利用拡大に向

けた検討会議の開催、広葉樹利用研修会、用途

別生産状況等実態調査の実施 

 

（本庁予算） 

森林病害虫防除

事業費（「置賜の

森をみんなの手

で」事業） 

300 

(300) 

新規 

見直し 

継続 

・置賜地域の森林病害虫獣被害の拡大抑制、軽減

及び新たな被害発生防止を図るため、クマハギ

被害防除研修会等の「置賜森林病害虫獣対策協

議会」の活動の支援 

（本庁予算） 

おきたま源流の

森づくり活動推

進事業費 

323 

(323) 

新規 

見直し 

継続 

・森づくり活動に必要な森の案内人を育成確保

するための講座開催、森づくり体験プログラム

の実施及び森づくり活動等の指導者の育成・確

保 

（本庁予算）  
計 840 

  (840) 

  

 

④ 置賜ならではの資源を戦略的に活用した誘客の促進とインバウンドの拡大 

 

ＫＰＩ 

観光者数 

 基準値（Ｈ30年度）： 8,990千人 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

―  ―  ― ※１ 
9,500 

千人 

9,600 

千人 

実績値 5,806千人 6,235千人 
6,239千人 

（直近値） 
－  

外国人旅行者受入数 

 基準値（Ｈ30年）： 15,686人 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

―  ―  ― ※２ 
33,000 

人 

38,000 

人 

実績値 7,753人 1,111人 2,898人 
42,988人 

（速報値） 
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※１ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う観光イベントの中止や県域を越える移動

の制限などにより、動向について見通すことが困難であったため、指標値を設定しなか 

ったもの。 

※２ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る入国制限が行われており、動向につ

いて見通すことが困難であったため、指標値を設定しなかったもの。 

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】  

（課題） 

・観光客のニーズに対応した戦略的な観光誘客の推進 

・効果的な観光情報の発信 

・圏域内滞在時間の延長・観光資源の高付加価値化  

・インバウンドの拡大  

・冬季における観光誘客の促進  

  

（対応） 

・誘客拡大に向けた取組み 

  ⇒置賜地域を訪問先に選択してもらうための継続的な情報発信や、団体旅行から個人旅行

への転換による旅行情報の収集、予約方法の多様化等旅行環境の変化への対応。また、

デジタル技術を活用し、ターゲットのニーズに合わせた観光誘客対策を実施 

・戦略的な観光情報の発信 

  ⇒観光ニーズが多様化する中、置賜地域がより効果的に稼ぐことができる地域となるた

め、市町や観光協会をはじめ管内ＤＭＯ等と連携しながら、デジタル技術を活用した情

報発信を強化 

・「新たな広域観光プロモーション」の展開 

  ⇒より高所得な客層を取り込み、観光消費額を上げていくため、観光企画アドバイザーを

招請し、管内ＤＭＯ等と連携しながら付加価値の高い新たな滞在型旅行商品づくり 

・外国人観光客の受入れの促進 

  ⇒入国制限の解除以降、全国的に増えている外国人旅行者の訪問先として、置賜地域を選

んでもらえるよう、管内の観光施設や団体等と連携した誘客対策の実施 

・冬期間の周遊滞在の促進 

  ⇒冬のイベントや体験コンテンツ等の情報発信の強化 

 

 

【令和６年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

観光振興推進事

業費（置賜広域観

光推進事業） 

2,100 

(2,100) 

新規 

見直し 

継続 

・山形おきたま観光協議会及びやまがた冬のあ

った回廊キャンペーン実行委員会の運営支援 

・置賜さくら回廊観光推進会議の取組支援 

地域広域観光推

進事業費 
 

2,274 

(2,274) 

 

新規 

見直し 

継続 

・デジタル技術を活用し、きめ細かな観光情報の

提供による域内への周遊・滞在の取組みの実施 

・置賜の魅力や付加価値を持つ資源を活用した

誘客の実施 

・隣接県域等との連携促進 

・観光案内ガイドのスキルアップ研修への支援 

・インバウンド受入態勢づくりの支援 

（本庁予算） 

新たな交流を生

み出す地域・まち

づくり推進事業

10 

(10) 

新規 

見直し 

継続 

・越後米沢街道・十三峠の歴史的価値を高め魅力 

発信に向けた「越後米沢街道・十三峠交流会」

との連携強化 
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費（越後米沢街

道・十三峠活用整

備支援事業） 

新たな交流を生

み出す地域・まち

づくり推進事業

費（次代に繋ぐ土

木史跡活用保全

事業） 

998 

(980) 

 

新規 

見直し 

継続 

・土木学会選奨土木遺産「直江石堤」周辺の環境 

保全及び「万世大路」の案内標識設置等による

地域づくりの支援及び推進 

総合支庁地域政

策推進費（西置賜

地域課題解決推

進事業） 

138 

(120) 

 

新規 

見直し 

継続 

・西置賜地域における関係・交流人口の創出に向 

 けた地域資源ＰＲパンフレットの作成による 

 情報発信 

 
計 5,520 

(5,484) 
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施策の推進方向と主な取組み 

 

⑤ 結婚支援や妊娠・出産から子育てまでの切れ目のない支援体制の推進 

 

ＫＰＩ 

「置賜地域みんなで子育て応援団」の賛助会員数（累計） 

 基準値（Ｒ元年度）： 61団体 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

81団体 
86団体 

(113団体） 

91団体 

(118団体) 

96団体 

(123団体) 

100団体 

(125団体) 

実績値 108団体 114団体 118団体 123団体  

※ 括弧書きは、第４次山形県総合発展計画実施計画に掲げた指標を上回る独自の指標 

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 
・各市町等の婚活事業の広域的展開及び現代の若者の結婚観やライフスタイルに寄り添った結
婚支援活動が必要 

・地域全体で子育てを応援する機運の更なる高まりが必要 
・各市町において児童福祉と母子保健の新たな相談拠点となる「こども家庭センター」の機能
の充実と強化が必要 

・発達障がい児や医療的ケア児の地域での支援体制の充実が必要 
 
（対応） 
・婚活事業における各市町等との連携強化、結婚支援者の交流促進とスキルアップ等支援 
  ⇒各市町等との情報共有の推進と支援のあり方の検討、結婚支援者を対象とする研修及び

情報交換会の開催、結婚支援者の増員に向けた周知・掘り起こし活動 
・「置賜地域みんなで子育て応援団」活動の積極的展開 
  ⇒専用ホームページ「ウキウキたむたむ」による情報発信の強化、応援団への参加促進 
・「こども家庭センター」の機能の充実と強化への支援 
  ⇒母子保健担当者と医療機関等の情報交換会、先進事例研修等の開催 
・関係機関との連携による発達障がい児、医療的ケア児への支援 
  ⇒置賜地域気になる子支援ネットワーク、医療的ケア児支援連絡会による支援策の検討 

 

【令和６年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

おきたま結婚支

援者活動促進事

業 

150 

(148) 

新規 

見直し 

継続 

・結婚支援者情報交換会の開催 

・結婚支援者研修会の開催 

・縁結びたい人材の掘り起こし 

子育て県民運動

推進費（地域みん

なで子育て応援

団事業） 

270 

(270) 

新規 

見直し 

継続 

・定例会議、情報交換会の開催 

・子育て情報サイト「ウキウキたむたむ」の運営 

・研修・交流事業の実施 

（本庁予算） 

誰もが安心して

暮らせる地域づ

190 

(192) 

新規 

見直し 

・気になる子支援ネットワーク会議等の開催 

・支援者向け「ペアレントサポート講座」の 

「置賜」の持続的発展を支える、活力あふれる地域社会の形成 ２ 
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くり推進事業費

（安心子育て支

援事業） 

継続 開催 

・保護者向け「ペアレントサポート講座モデル 

実践講座」の開催  
計 610 

(610) 

  

 

⑥ 幅広い世代が住み慣れた地域で、健康で安心して暮らすための取組みの推進 

 

ＫＰＩ 

医療機関、介護施設、在宅ケアの円滑な調整役となる看護職の養成数 

（職場交流研修受講者数） 

 基準値（Ｒ元年度）： 22人 

指標値 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

― ― ― ※ 36人 40人 

実績値 30人 30人 30人 30人  

置賜発の低栄養予防レシピを学んだ地域住民数（累計） 

（食生活改善推進員等による直接伝達人数） 

 基準値： － 

指標値 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

― 7,200人 10,800人 14,400人 18,000人 

実績値 3,822人 5,492人 10,711人 15,336人  

※ 新型コロナウイルス感染症への対応により、病院看護職の研修実施が極めて困難であり、

状況を見通すことが困難であったため、指標値を設定しなかったもの。 

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・在宅医療や地域包括ケアの推進に向け、病院・介護施設・訪問看護ステーション等、関係機

関の連携強化が必要 

・健康長寿に向けた低栄養予防を推進するためには、高齢者世代からの対策より高齢期前から

の対策が効果的なことから、健康的な食生活習慣を高齢期前に定着させることが必要。 

 

（対応） 

・医療・介護・在宅ケアの連携強化  

⇒看護職を対象とした職場交流研修を感染症などの状況を考慮しながら実施 

⇒「在宅医療に必要な連携を担う拠点」及び「積極的な役割を担う医療機関」を中心とし

た、地域の在宅医療提供体制の整備 

・低栄養予防の普及啓発 

  ⇒県立米沢栄養大学等の関係機関と連携した健康的な食事、低栄養予防定着のための課題

把握とその対策の情報発信 

  ⇒市町食生活改善推進員による伝達やＷｅｂを活用した低栄養予防啓発活動 

  ⇒壮年期を中心とした働き世代への情報発信 

 

【令和６年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

地域医療提供体

制の推進(訪問看

護体制) 

244  

(244) 

 

新規 

見直し 

継続 

・検討会等による訪問看護提供体制の整備促進 

・「在宅医療連携拠点」間の情報交換会実施等に   

 よる地域の在宅医療提供体制整備 
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（本庁予算） 

誰もが安心して

暮らせる地域づ

くり推進事業費

（“おきたま”元

気で長生き健康

増進支援事業） 

106  

(106) 

新規 

見直し 

継続 

・フレイル予防リーフレットの配布 

・YouTube、ケーブルテレビ、デジタルサイネー

ジ等による低栄養予防レシピ動画配信 

・フレイル予防講座の開催 

・多職種連携による地域低栄養予防連絡会の開

催  
計 350 

(350) 

  

 

⑦ 郷土愛を育み、互いに輝きあう地域づくりの推進 

 

ＫＰＩ 

置賜地域の高校卒業者の県内定着率（地元就職率） 

 基準値（Ｈ30年度）： 75.0％ 

指標値 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

76.4％ 77.8％ 79.2％ 80.6％ 82.0％ 

実績値 74.0％ 81.5％ 75.9％ 76.5％  

置賜の魅力を発信するＳＮＳのフォロワー数 

 基準値（Ｒ元年）： 200人 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

300人 
400人 

(1,000人) 

500人 

(1,400人) 

550人 

(1,700人) 

600人 

(2,000人) 

実績値 620人 1,010人 1,210人 1,418人  

農山村の元気な地域づくりに向けた行動計画策定地区数（累計） 

 基準値（Ｈ30年度）： ８地区 

指標値 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

10地区 12地区 14地区 16地区 18地区 

実績値 10地区 12地区 18地区 19地区  

 ※ 括弧書きは、第４次山形県総合発展計画実施計画に掲げた指標を上回る独自の指標 

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・地元の大学・高校等を卒業した若者・保護者に地域企業の魅力が十分伝わっておらず、県外

流出につながっている。 

・若者の定着・回帰の促進に向けて、若者の地域への愛着・誇りの醸成や若者活動の活性化を

図る取組みが必要 

・置賜地域への移住・交流を促進するため、各市町の積極的な取組みを後押ししていく必要が

ある。 

・人口減少や高齢化により農山村地域の集落機能の低下が顕在化しており、現存する有形・無

形の豊かな地域資源を活用した取組みなどの活性化に向けた支援が必要 

（対応） 

・新卒者の県内企業への定着や県外の大学等に進学した者のＵターン促進 

  ⇒地元就業を促進するため、引き続き、大学生とその保護者、高校生を対象とした企業見
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学会を開催し、新たに地域の魅力を伝える若手社員との交流や観光資源の体験等を併せ

て実施（再掲） 

⇒企業が学校に出向き仕事を模擬的に体験してもらう職業体験会について、西置賜地区の

高校や中学校へ拡大（再掲） 

  ⇒地元企業の情報に触れる機会の少ない進学校の生徒を対象に地域企業経営者の講演会

を開催（再掲） 

・若者の地域への愛着や誇りの醸成 

⇒高校生、大学生などの若者に地域の魅力体験や地域で活躍する人々と交流する機会をよ

り多く設けるとともに、地域で活動する若者団体間の連携の創出に向けた取組みなどを

通して、地域への愛着・誇りの醸成や若者活動の活性化につなげる。 

⇒置賜文化フォーラム（山形県置賜総合支庁、置賜各市町、置賜各市町芸術文化協会、置

賜教育事務所で組織）において、置賜こども芸術祭の開催や、若手アーティストの魅力

を発信する事業を通して、地域とのつながりや愛着の醸成を図る。 

・置賜地域への移住・交流の促進 

  ⇒置賜地域移住交流推進協議会において、移住施策に係る課題把握、ターゲットに応じた

移住・交流の取組みを促進 

・持続可能な地域づくりを推進 

⇒地域内での話し合いを支援しながら、地域の活性化につながる行動計画づくりに結びつけると

ともに、行動計画に掲げた将来像の実現に向けた実践的な取組みの立上げ（試行）を支援 
 

【令和６年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

地域若者人材確

保対策事業費（置

賜地域人材確保

対策事業）（再掲） 

799 

(1,224) 

新規 

見直し 

継続 

・大学生とその保護者及び実業高校の生徒を対

象とした企業見学会（バスツアー）の開催 

・中高生を対象とした、職業体験会（ワクワクワ

ーク）の開催 

・高校生による企業のＰＲ動画の制作支援 

（本庁予算） 

人材確保・生産性

向上推進事業費

（学生・生徒・保

護者等の地域産

業理解促進事業） 

（再掲） 

66 

(100) 

新規 

見直し 

継続 

・進学校の高校生を対象とした地域の事業者等

による地域の企業や就業環境の魅力を伝える

講演会等の開催 

（本庁予算） 

多様な主体によ

る協働推進事業

費（若者による置

賜の元気創造事

業） 

582 

(1,082) 

新規 

見直し 

継続 

・「おきたま元気創造ラボ」の若者の視点による

若者の地域への愛着・誇りの醸成や地域活性

化の推進（置賜の魅力の発見・発信や若者団

体の連携創出に向けた取組みの企画・実践） 

置賜文化活動支

援事業費 

1,387 

(1,387) 

新規 

見直し 

継続 

・置賜管内の３市５町及び文化芸術団体等と構

成する「置賜文化フォーラム」を通じて置賜地

域の文化芸術活動を支援 

芸術文化振興事

業費 

4,068 

(4,068) 

新規 

見直し 

継続 

・置賜文化ホールで実施する地域の文化創造事 

業や能楽関係事業への支援 

元気な農村づく

り支援プロジェ

クト総合支援事

業費 

110 

(370) 

新規 

見直し 

継続 

・地域ごとに行う地域づくりのプログラムや実

践活動に移行するまでのノウハウの提供やそ

のプログラムに沿った実践活動を支援 

（本庁予算） 
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計 7,012 

(8,231) 
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施策の推進方向と主な取組み 

 

⑧ 高速交通ネットワークの形成促進 

 

ＫＰＩ 

新潟山形南部連絡道路、一般国道 287号米沢長井道路の供用率（東北中央自動車道

含む） 

 基準値（Ｒ元年度）： 49％ 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

49％ 49％ 49％ 61％ 61％ 

実績値 49％ 49％ 49％ 61％  

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・新潟山形南部連絡道路については、一般国道 113号梨郷道路（国直轄事業）が令和５年度に

開通し、令和元年度に着手した小国道路についても、更なる事業促進が必要 

・アクセス道路となる一般国道 287号米沢長井道路（県事業）の整備推進が必要 

 

（対応） 

・高速交通ネットワークとアクセス道路の整備 

⇒梨郷道路の見通しどおりの供用開始及び小国道路の更なる事業促進に向け、新潟山形南

部連絡道路整備促進期成同盟会と共に要望活動や啓発活動を展開 

⇒中期計画期間内における一般国道 287号米沢長井道路の完成・供用 

 

【令和６年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

交通ネットワー

ク形成促進事業

費（置賜道路ネッ

ト強化事業） 

374 

（374） 

新規 

見直し 

継続 

・新潟山形南部連絡道路の整備促進を図るため

の広報、啓発活動、イベント等の開催支援、要

望活動への参加 

道路改築事業費 735,000 

(1,113,000) 

新規 

見直し 

継続 

・道路改良工事、舗装工事 

 

（本庁予算）  
計 735,374 

(1,113,374) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 
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⑨ 地域公共交通の充実・確保 

 

ＫＰＩ 

置賜地域における公共交通機関（ＪＲを除く）の一人当たりの利用回数 

 基準値（直近３か年平均）： 4.8回 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

― ―  ― 4.8回 4.8回 

実績値 3.2回 3.7回 3.9回 4.1回  

  

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・Ｒ５年度末に見直しを行った山形鉄道の経営改善計画（令和６～15年度）の着実な推進を図

ることが必要 

・山形県地域公共交通計画（令和３～７年度）の着実な推進を図ることが必要 

 

（対応） 

・沿線２市２町と共に、山形鉄道株式会社経営改善推進委員会により、経営改善計画に基づき、

老朽化が進む施設の更新等による安全・安定運行と利便性の向上や、経営改善・利用拡大の

取組みを支援 

・山形県地域公共交通計画（令和３～７年度）を踏まえ、国・市町・交通事業者等と連携して、

バス・デマンド交通などの地域公共交通利便性向上等の取組みを推進 

 

【令和６年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

フラワー長井線

活性化事業費 

101,425 

（36,619） 

新規 

見直し 

継続 

・フラワー長井線の経営改善を図るため沿線２

市２町と連携して財政支援を行うとともに、

関係機関とともに利用拡大の取組みを推進  
計 101,425 

（36,619） 

  

 

⑩ 再生可能エネルギーの導入促進による脱炭素社会形成の推進 

 

ＫＰＩ 

小規模な再生可能エネルギーの導入量（累計） 

 基準値（Ｈ30年度）： 3,061kW 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

3,200kW 6,400kW 9,600kW 12,800kW 16,000kW 

実績値 2,628kW 4,191kW 
6,182kW 

（直近値） 
―  

  

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・太陽光発電など自家消費型の再生可能エネルギーの導入が注目されている。 

・カーボンニュートラルに向けて、県民の意識を高める必要がある。 



18 

 

 

（対応） 

・自家消費型などの再生可能エネルギーの導入促進 

  ⇒脱炭素社会実現に向け、産学官金で形成する協議会での情報共有 

⇒自家消費型を中心とした再生可能エネルギーの導入を促進するための講演会の開催 

  ⇒各種支援制度の周知 

・講演会の開催方法 

 ⇒関心を高めてもらうため、より魅力的な内容となるよう開催方法の検討 

 

【令和６年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

環境保全活動推

進事業費（環境先

進地形成事業） 

158 

(158) 

新規 

見直し 

継続 

・再生可能エネルギー等の導入促進を図るため、

産学官金参集の協議会において情報交換を実

施 

・木質バイオマス燃焼機器に特化した山形県再

生可能エネルギー等設備導入事業費補助金に

ついて 、チラシ作成等による周知推進 

・再生可能エネルギー導入の講演会による啓発  
計 158 

(158) 

  

 

⑪ 安全・安心で暮らせる地域づくりの推進 

 

ＫＰＩ 

自主防災組織の組織率 

 基準値（Ｒ元年度）： 83.3％ 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

85％ 87％ 89％ 92％ 95％ 

実績値 84.9％ 85.0％ 85.5％ 86.3％  

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・自主防災組織率は徐々に向上しているが、組織の結成が進んでいない市町があり全体の組織

率が低迷 

・防災担当職員の交替や災害に関する情報の変化等も考慮し、継続した取組みが必要 

 

（対応） 

・自主防災組織の組織率向上及び体制強化 

⇒市町と連携を図りながら、未組織地区の役員等を対象に結成に向けた検討会を計画す

る。また、自主防災組織活性化研修・交流会に未組織役員も対象とし自主防災組織の結

成を働きかける。 

⇒最近の大規模災害における課題・ノウハウを研修会等により共有し応急対応力の向上を

図る。 
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【令和６年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

安全安心地域づ

くり推進事業費 

330 

(330) 

新規 

見直し 

継続 

・災害時の被害最小化を図るため、地域防災力の

核となる自主防災組織の育成・強化、災害に強

い防災体制の整備 

・市町防災・災害復旧担当職員等を対象にした災 

害時の応急対応力向上や課題・ノウハウの共有 

のための研修会の開催  
計 330 

(330) 

  

 

 


